
令 和 ８ 年 度

天 草 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 書
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議第２８号



第１条　令和８年度天草市の下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。　

（１）処理戸数 13,449 戸

（２）年間総処理水量 3,914,200 ㎥

（３）一日平均処理水量 10,724 ㎥

（４）主要な建設改良事業

ア 管渠建設改良事業 124,981 千円

イ ポンプ場建設改良事業 158,182 千円

ウ 処理場建設改良事業 676,283 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　下水道事業収益 1,944,049 千円

　第１項 881,820 千円

　第２項 1,062,229 千円

　第１款　下水道事業費用 1,906,239 千円

　第１項 1,846,820 千円

　第２項 58,719 千円

　第３項 500 千円

　第４項 200 千円

（総 　　 則）

（業務の予定量）

営 業 収 益

営 業 外 収 益

令 和 ８ 年 度 天 草 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算

収　 　入

支　 　出

特 別 損 失

予 備 費

営 業 費 用

営 業 外 費 用
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（資本的収入及び支出）

　第１款　資　本　的　収　入 906,373 千円

　第１項 461,200 千円

　第２項 438,816 千円

　第３項 6,357 千円

　第１款　資　本　的　支　出 1,588,283 千円

　第１項 1,063,368 千円

　第２項 524,915 千円

（債務負担行為）

天草市水洗便所等改造資金の利子補給等規程に基づく損失
補償

天草市水洗便所等改造資金の利子補給等規程に基
づき改造工事を行う者に対し、金融機関が1箇所
（世帯）につき700千円以内で貸付けた融資総額
の50％を限度に損失補償

期　　間

令和9年度～令和13年度

金融機関が補償の履行日として指定する期
間

　年度別内訳

20千円令和13年度

限　度　額

452千円

事　　項

企 業 債

補 助 金

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額６８１，９１０千円は、当年度分

　消費税及び地方消費税資本的収支調整額５６，５９０千円、 過年度分損益勘定留保資金３６７，６４７千円及び当年度分損益勘定留保資金

　２５７，６７３千円で補てんするものとする。）。

収　 　入

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

受益者負担金及び分担金

支　 　出

天草市水洗便所等改造資金の利子補給等規程に基づく利子
補給（令和８年度）

56千円

令和９年度
令和10年度
令和11年度
令和12年度

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

160千円
124千円
92千円
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事　　項 期　　間 限　度　額

移動脱水車更新 令和９年度 100,000千円
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 （企業債）

第６条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 （一時借入金）

第７条  一時借入金の限度額は、４００，０００千円と定める。

 （予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　（１）営業費用と営業外費用（消費税及び地方消費税に限る。）

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　　議会の議決を経なければならない。

　　（１）職員給与費 98,800 千円

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

建設改良事業 461,200千円
証書借入

又は
証券発行

5.0％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
資金について、利率
の見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率）

　政府資金についてはその融資条件により、銀
行その他の場合にはその債権者と協定するもの
による。ただし、市財政の都合により据置期間
及び償還期限を短縮し、又は繰上償還もしくは
低利に借換えすることができる。
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 （他会計からの補助金）

第１０条  一般会計からこの会計へ補助を受ける金額及び理由は、次のとおりと定める。

　令和８年２月２日提出

天草市長　馬場　昭治　

29,526千円　

538,902千円　
　下水道事業会計の経営基盤確立のため。

理由

資本的収入

下水道事業収益

補助金

営業外収益

款 金額項
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天草市下水道事業会計予算に関する説明書

令 和 ８ 年 度
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１ ９ ～ １２ 頁
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目 次

令和７年度天草市下水道事業会計に関する注記

債務負担行為に関する調書
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令和８年度天草市下水道事業会計予算実施計画

令和８年度天草市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

給与費明細書

令和８年度天草市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

令和７年度天草市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

令和８年度天草市下水道事業会計に関する注記
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収 入

（単位：千円）

備 考

1 下 水 道 事 業 収 益 1,944,049

１ 営 業 収 益 881,820

１ 下 水 道 使 用 料 691,576

２ 雨 水 処 理 負 担 金 190,170

３ そ の 他 営 業 収 益 74

２ 営 業 外 収 益 1,062,229

１ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 5,902

２ 他 会 計 補 助 金 538,902

３ 長 期 前 受 金 戻 入 495,653

４ 雑 収 益 21,772

款

令 和 ８ 年 度 天 草 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

目 予 定 額

収 益 的 収 入 及 び 支 出

項
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支 出

（単位：千円）

備 考

１ 下 水 道 事 業 費 用 1,906,239

１ 営 業 費 用 1,846,820

１ 管 渠 費 80,624

２ ポ ン プ 場 費 53,913

３ 処 理 場 費 524,882

４ 総 係 費 119,276

５ 減 価 償 却 費 1,063,125

６ 資 産 減 耗 費 5,000

２ 営 業 外 費 用 58,719

１ 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 58,719

３ 特 別 損 失 500

１ 過 年 度 損 益 修 正 損 500

４ 予 備 費 200

１ 予 備 費 200

目 予 定 額項款
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収 入

（単位：千円）

備 考

１ 資 本 的 収 入 906,373

１ 企 業 債 461,200

１ 企 業 債 461,200

２ 補 助 金 438,816

１ 国 庫 補 助 金 409,290

２ 県 補 助 金 0

３ 他 会 計 補 助 金 29,526

３ 6,357

１ 受 益 者 負 担 金 5,298

２ 受 益 者 分 担 金 1,059

款

受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

目 予 定 額

資 本 的 収 入 及 び 支 出

項
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支 出

（単位：千円）

備 考

１ 資 本 的 支 出 1,588,283

１ 建 設 改 良 費 1,063,368

１ 管 渠 建 設 改 良 費 124,981

２ ポ ン プ 場 建 設 改 良 費 158,182

３ 処 理 場 建 設 改 良 費 676,283

４ 固 定 資 産 購 入 費 103,922

２ 企 業 債 償 還 金 524,915

１ 企 業 債 償 還 金 524,915

款 目 予 定 額項
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(単位：千円)

Ⅰ Ⅱ

当 年 度 純 利 益 18,259 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1,063,368

減 価 償 却 費 1,063,125 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 0

固 定 資 産 除 却 費 5,000 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 0

引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 590 無 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 0

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 495,653 固 定 資 産 の 除 却 に よ る 支 出 0

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ 5,902 国 庫 補 助 金 に よ る 収 入 409,290

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 58,719 県 補 助 金 に よ る 収 入 0

資 本 費 組 入 収 益 0 一 般 会 計 補 助 金 に よ る 収 入 29,526

固 定 資 産 売 却 損 益 0 工 事 負 担 金 に よ る 収 入 6,357

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） △ 26,006 国 庫 補 助 金 返 還 に よ る 支 出 0

たな卸資産の増減額（△は増加） 0 △ 618,195

前 払 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 0 Ⅲ

その他流動資産の増減額（△は増加） 56,590 企 業 債 の 借 入 に よ る 収 入 461,200

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 36,581 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 524,915

前 受 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 0 △ 63,715

その他の流動負債の増減額（△は減少） △ 17,288 Ⅳ △ 40,712

694,015 Ⅴ 618,622

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 5,902

利 息 の 支 払 額 △ 58,719

641,198

（間接法により算出）

資 金 期 末 残 高Ⅵ

令和８年度天草市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

小 計

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 金 期 首 残 高

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 金 の 増 加 額 （ Ⅰ + Ⅱ + Ⅲ ）

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

577,910
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１

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）
△ 1,384

2

※職員数の（　　　）内は、再任用短時間勤務職員分を外書き

17,131 100,184
10

比 較 △ 1,064 △ 152

前 年 度
1

50,805 32,248 83,053

△ 1,216 △ 168

（千円） （千円）

本 年 度
1

49,741 32,096 81,837 16,963 98,800
12

給 料 職 員 手 当 等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

期末手当 勤勉手当 退職手当 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

1
12
1

10

2

（千円） （千円）

時 間 外
勤務手当

管理職員特別
勤務手当

（千円）

△ 168

比 較

一 般 職特 別 職

職 員 数

区 分

（人） （人）

本 年 度

前 年 度

職員
手当
等の
内訳

区 分

本年度

前年度

（千円） （千円） （千円）（千円）

扶養手当
管理職
手　当

※職員数の（　　　）内は、再任用短時間勤務職員及び第１号会計年度任用職員分を外書き

通勤手当 住居手当
特殊勤務
手　　当

△ 1,216

10,057 1,1852,598 480 248 1,524 60

△ 100 △ 24 500△ 738 138 72

　　ア 会計年度任用職員以外の職員

区 分

4,020 48 11,928 10,033 1,6851,860 480 386 1,596 60

職 員 数
法 定 福 利 費 合 計

給 与 費

特 別 職 一 般 職 報 酬

4,020 48 12,028

△ 1,384△ 1,064 △ 152比 較

98,800

50,805 32,248 83,053 17,131 100,184

給　　与　　費　　明　　細　　書

給 与 費
法 定 福 利 費 合 計

（千円） （千円）

49,741 32,096 81,837 16,963

報 酬 給 料 職 員 手 当 等 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

　総括 
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（ ）

（ ）

（ ）

※職員数の（　　　）内は、第１号会計年度任用職員分を外書き

前年度

（千円） （千円）

本年度

児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
職員
手当
等の
内訳

区 分
扶養手当

管理職
手  当

通勤手当 住居手当

比 較

（千円）

特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

管理職員特別
勤務手当 期末手当 勤勉手当 退職手当

比 較

（千円） （千円）

本 年 度

前 年 度

一 般 職 報 酬 給 料 職 員 手 当 等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

10,033 1,685

500

　　イ 会計年度任用職員

区 分

職 員 数 給 与 費
法 定 福 利 費 合 計

特 別 職

72 △ 100 △ 24

職員
手当
等の
内訳

比 較 △ 738 138

前年度 2,598 480 248 1,524 60

（千円） （千円）

本年度 1,860 480 386 1,596 60 4,020 48

区 分

4,020 48 12,028 10,057 1,185

11,928

児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

管理職員特別
勤務手当 期末手当 勤勉手当 退職手当扶養手当

管理職
手  当

通勤手当 住居手当
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２　給料及び職員手当等の増減額の明細

平均昇給率

扶養手当・通勤手当・期末手当・勤勉手当

３　給料及び職員手当等の状況

（１）職員１人当たりの給与

（２）初任給

3

1

職員の
異動状況

381,527

2  転出

 退職

本年度 12  採用

前年度 10

高　校　卒 200,300 200,300

大　学　卒 232,000 232,000

（歳） 49歳10月

区 分
事 務 ・ 技 術 職 一 般 会 計 の 制 度

（円） 一 般 行 政 職 （円）

令和７年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 351,127

平 均 給 与 月 額 （円）

令和８年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 341,867

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

（円） 372,558

平 均 年 齢

その他の増減分 △ 605

区 分 事 務 ・ 技 術 職

職 員
手 当 等

△ 152
制度改正に伴う増減分 453

（歳） 45歳6月

備 考
(千円） （千円）

 転入

増  減

△ 1,064

給与改定に伴う増減分 1,569

昇給に伴う増加分 127 1.13%

その他の増減分 △ 2,760

区 分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

説 明

給 料
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（３）級別職員数

　※級別職員数の（　　　）内は、再任用短時間勤務職員分を外書き

令和８年１月１日現在

７　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

区 分
事 務 ・ 技 術 職

級 職 員 数 （ 人 ） 構 成 比 （ ％ ）

６　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

1 8.3

５　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

2 16.7

1 8.3

４　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

5 41.7

計
（　　　　　　　） （　　　　　）

３　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

2 16.7

１　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

２　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

12 100.0

1 8.3

令和７年１月１日現在

７　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

６　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

7 70.0

２　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

３　級

10 100.0
計

（　　　1　　　）

1 10.0

1 10.0

４　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

５　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

1 10.0
（　　　1　　　） （  100.0   ）

１　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

（  100.0   ）
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 (級別の基準となる職務）

区 分 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

首席審議員 局　　長 課　　長 課　　長 係　　長 主　　事 主　　事

首席審議員 審 議 員 審 議 員 主　　任 技　　師 技　　師

課　　長 課長補佐 課長補佐 主　　査

審 議 員 係　　長

参　　事

事 務 ・ 技 術 職
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　（４）昇給　　　　　

代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職

12 12

12 12

2 2

1 1

9 9

100.0 100.0

11 11

11 11

1 1

2 2

7 7

100.0 100.0

区 分 合 計

本
　
年
　
度

職 員 数 （ Ａ ） （ 人 ）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （ 人 ）

号 給 数 別 内 訳

1 号 給 （ 人 ）

2 号 給 （ 人 ）

3 号 給 （ 人 ）

4 号 給 （ 人 ）

6 号 給 （ 人 ）

8 号 給 （ 人 ）

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）

前
　
年
　
度

職 員 数 （ Ａ ） （ 人 ）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （ 人 ）

号 給 数 別 内 訳

1 号 給 （ 人 ）

2 号 給 （ 人 ）

3 号 給 （ 人 ）

4 号 給 （ 人 ）

6 号 給 （ 人 ）

8 号 給 （ 人 ）

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）
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（５）特殊勤務手当

（％）

（％）

（６）期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

12月（月分） （月分）

（1.225） （2.45）

2.325 4.65

（1.20） （2.40）

2.30 4.60

　　　　※支給率の（　　　）内は、再任用短時間勤務職員分を外書き

（７）定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当

25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

（月分） （月分） （月分）

（８）その他の手当

区 分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

同

同

同

一般会計の制度
と の 異 同

同

そ の 他 の 加 算 措 置 等

定年前早期退職特例措置
（3％～45％）

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

事 務 ・ 技 術 職

0.12

100.00

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

級 等 に よ る 加 算 措 置

徴収手当

区 分

支 給 率 等 33.27075 47.709 47.709

20年勤続の者

（月分）

24.586875

区 分 全 職 種

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.12

支 給 対 象 職 員 の 比 率
100.00

( 令 和 ８ 年 １ 月 １ 日 現 在 )

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区 分
支 給 期 別 支 給 率

6 月 （ 月 分 ）

前 年 度
（1.20）

2.30
有 同

本 年 度
（1.225）

2.325
有 同
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                                                  千円 千円 千円 千円
1
(1)
    イ  299,503
    ロ  1,696,961
          △ 577,712 1,119,249
    ハ  20,457,705
          △ 7,217,794 13,239,911
    ニ  8,089,937
          △ 3,838,387 4,251,550
    ホ  1,653
          △ 1,571 82
    ヘ  4,566
          △ 3,247 1,319
    ト  1,371
          1,371
    チ 122,331
      19,035,316
(2)

イ  897
ロ  6,718

      7,615
      19,042,931
2
(1) 577,910
(2) 127,364

△ 1,703 125,661
      703,571
      19,746,502

減 価 償 却 累 計 額

土 地

令和８年度天草市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（　令和９年３月３１日　)

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物
減 価 償 却 累 計 額

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

車 輌 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

資 産 の 部

そ の 他 有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産
そ の 他 無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

電 話 加 入 権

現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金
流 動 資 産 合 計
資 産 合 計
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千円 千円 千円

3

(1)

イ  4,014,812

(2)
    イ  69,539

69,539
      4,084,351

4

(1)

イ  533,461

(2) 122,634

(3)
    イ  7,191

ロ 1,461

8,652

(4) 22
      664,769

5

(1) 14,437,003

(2) △ 5,575,624

8,861,379
      13,610,499

引 当 金

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

建 設 改 良 費 等 企 業 債

固 定 負 債

建 設 改 良 費 等 企 業 債

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

負 債 の 部

企 業 債

引 当 金

企 業 債

負 債 合 計

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計
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千円 千円 千円

6

(1) 5,801,328
      5,801,328

7

(1)
    イ  139,799
    ロ  6,507
    ハ 446

二 0
      146,752

(2)

イ  0
    イ  187,923
      187,923
      334,675
      6,136,003

      19,746,502

資 本 の 部

資 本 剰 余 金

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

負 債 資 本 合 計

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

一 般 会 計 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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１. １.

（1）

（2）

２. （セグメント情報に関する注記）

（1） １. 報告セグメントの概要

（2）

（3）

３.

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における
支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。
　また、賞与引当金及び法定福利費引当金の算定については、天草市職員
の給与に関する条例第２４条及び第２７条の規定に基づき、期末勤勉手当
基準日である６月１日及び１２月１日から要支給額を算定している。

　貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、当年度末における回収不能見
込額を計上している。
　また、貸倒引当金の算定については、未収下水道使用料収益を一般債権
として認識し、直近３ヶ年の貸倒実績率平均値で回収不能見込額を算定し
ている。

消費税及び地方消費税の会計処理

　賞与引当金及び法定福利費引当金

令 和 ８ 年 度 天 草 市 下 水 道 事 業 会 計 に 関 す る 注 記

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） （予定貸借対照表等に関する注記）

固定資産の減価償却の方法 企業債の償還に係る他会計の負担

　固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。 　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算し
て１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込ま
れる額は、３，５９２，６１２千円である。

　有形固定資産の耐用年数は、地方公営企業法施行規則別表第２号を適用
している。

引当金の計上方法

　退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、退職給付引当金設定額の算定につ
いては、年度末に全職員が自己の都合で退職するものと仮定した場合を
もって支給すべき退職手当の総額とする簡便法により算定し、平成２８年
度から職員の退職までの平均残余勤務年数（１５年）にわたり、均等額を
費用処理している。
　なお、目的使用による取崩しにおいては、天草市に発生する当事業年度
退職手当のうち、下水道事業在職期間相当分に係る負担額を天草市に対し
て支払うことで天草市と協議のうえ、当年度における退職手当の要支給額
に相当する金額を計上している。

　下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、漁業
集落排水事業及び農業集落排水事業によって構成されることから、それらを
報告セグメントとする。
　なお、各報告セグメントに属する事業の内容及び財務情報は別紙のとおり
である。
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（別紙）

(1)　各報告セグメントに属する事業の内容

(2)　各報告セグメントの財務情報

当年度（自　令和８年４月１日　　至　令和９年３月３１日）

（単位：千円）

公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業
漁業集落排水事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 662,981 52,814 88,309 14,848 818,952

営業費用 1,171,737 211,662 347,286 53,130 1,783,815

営業損益 △ 508,756 △ 158,848 △ 258,977 △ 38,282 △ 964,863

経常損益 3,868 5,000 6,000 3,846 18,714

セグメント資産 12,338,015 2,630,847 4,299,271 478,369 19,746,502

セグメント負債 7,804,594 1,977,042 3,521,326 307,537 13,610,499

その他の項目

他会計補助金等 380,571 136,494 183,151 28,856 729,072

減価償却費 723,883 115,651 202,522 21,069 1,063,125

特別損失 455 0 0 0 455

固定資産増加額 55,964 13,989 △ 171,880 3,373 △ 98,554

　農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理。

項目

セグメント区分 事業の内容

　公共下水道事業 　市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除。

　特定環境保全公共下水道事業 　市街化区域以外の区域における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除。

　漁業集落排水事業 　漁業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除。

　農業集落排水事業
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千円 千円 千円

1
(1) 560,461
(2) 190,083
(3) 74 750,618

2
(1) 78,012
(2) 47,169
(3) 431,529
(4) 117,368
(5) 1,038,565
(6) 5,823 1,718,466

967,848
3
(1) 4,693
(2) 471,251
(3) 0
(4) 496,732
(5) 1,228
(6) 1,965 975,869

4
(1) 60,366
(2) 0 60,366 915,503

△ 52,345
5 0 0
6
(1) 455 455 △ 455

△ 52,800
222,464
40,000

209,664

当 年 度 純 利 益
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

経 常 利 益

特 別 損 失
過 年 度 損 益 修 正 損

特 別 利 益

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益
営 業 外 費 用

そ の 他 雑 支 出
支払利息及び企業債取扱諸費

資 本 費 繰 入 収 益

営 業 損 失
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

国 県 補 助 金

営 業 費 用
管 渠 費
ポ ン プ 場 費
処 理 場 費
総 係 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費

他 会 計 補 助 金

そ の 他 の 営 業 収 益

令和７年度天草市下水道事業予定損益計算書（前年度分）

（　令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで　）

営 業 収 益
下 水 道 使 用 料
雨 水 処 理 負 担 金
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                                                  千円 千円 千円 千円
1
(1)
    イ  299,503
    ロ  1,616,041
          △ 525,356 1,090,685
    ハ  20,327,501
          △ 6,571,132 13,756,369
    ニ  7,336,777
          △ 3,469,574 3,867,203
    ホ  1,653
          △ 1,571 82
    ヘ  4,566
          △ 2,953 1,613
    ト  1,371
          0 1,371
    チ 117,044
      19,133,870
(2)

イ  897
ロ  6,718

      7,615
      19,141,485
2
(1) 618,622
(2) 101,358

△ 1,703 99,655
      718,277
      19,859,762

減 価 償 却 累 計 額

そ の 他 無 形 固 定 資 産

令和７年度天草市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

建 物

（　令和８年３月３１日　)

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地

有 形 固 定 資 産 合 計

資 産 の 部

そ の 他 有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額
車 輌 運 搬 具

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額
工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

電 話 加 入 権

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金
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千円 千円 千円

3

(1)

イ  4,087,075

(2)

    イ  69,539

69,539

      4,156,614

4

(1)

イ  524,913

(2) 103,341

(3)

    イ  6,784

ロ 1,278

8,062

(4) 22

      636,338

5

(1) 14,029,037

(2) △ 5,079,971

8,949,066

      13,742,018

未 払 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

引 当 金 合 計

流 動 負 債

建 設 改 良 費 等 企 業 債

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

繰 延 収 益 合 計

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

建 設 改 良 費 等 企 業 債

企 業 債

引 当 金

企 業 債

負 債 の 部
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千円 千円 千円

6

(1) 5,761,328

      5,761,328

7

(1)

    イ  139,799

    ロ  6,507

    ハ 446

      146,752

(2)

    イ  209,664

      209,664

      356,416

      6,117,744

      19,859,762

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 の 部

負 債 資 本 合 計

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

一 般 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

当 年 度 未 処 理 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

自 己 資 本 金
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１. １.

（1）

（2）

２. （セグメント情報に関する注記）

（1） １. 報告セグメントの概要

（2）

（3）

３. 消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、当年度末における回収不能見
込額を計上している。
　また、貸倒引当金の算定については、未収下水道使用料収益を一般債権
として認識し、直近３ヶ年の貸倒実績率平均値で回収不能見込額を算定し
ている。

　退職給付引当金

企業債の償還に係る他会計の負担

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産の耐用年数は、地方公営企業法施行規則別表第２号を適用
している。

令 和 ７ 年 度 天 草 市 下 水 道 事 業 会 計 に 関 す る 注 記

（予定貸借対照表等に関する注記）

　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算
して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見
込まれる額は、４，５４４，６３２千円である。

　固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。

引当金の計上方法

　貸倒引当金

　賞与引当金及び法定福利費引当金

　下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、漁
業集落排水事業及び農業集落排水事業によって構成されることから、それ
らを報告セグメントとする。
　なお、各報告セグメントに属する事業の内容及び財務情報は別紙のとお
りである。

　職員の退職手当の支給に備えるため、退職給付引当金設定額の算定につ
いては、年度末に全職員が自己の都合で退職するものと仮定した場合を
もって支給すべき退職手当の総額とする簡便法により算定し、平成２８年
度から職員の退職までの平均残余勤務年数（１５年）にわたり、均等額を
費用処理している。
　なお、目的使用による取崩しにおいては、天草市に発生する当事業年度
退職手当のうち、下水道事業在職期間相当分に係る負担額を天草市に対し
て支払うことで天草市と協議のうえ、当年度における退職手当の要支給額
に相当する金額を計上している。

　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における
支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。
　また、賞与引当金及び法定福利費引当金の算定については、天草市職員
の給与に関する条例第２４条及び第２７条の規定に基づき、期末勤勉手当
基準日である６月１日及び１２月１日から要支給額を算定している。
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（別紙）

(1)　各報告セグメントに属する事業の内容

(2)　各報告セグメントの財務情報

前年度（自　令和７年４月１日　　至　令和８年３月３１日）

（単位：千円）

公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業
漁業集落排水事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 607,783 50,143 79,874 12,818 750,618

営業費用 1,103,458 219,302 344,464 51,242 1,718,466

営業損益 △ 495,675 △ 169,159 △ 264,590 △ 38,424 △ 967,848

経常損益 27,826 △ 37,306 △ 33,763 △ 9,102 △ 52,345

セグメント資産 12,196,506 2,655,287 4,522,312 485,657 19,859,762

セグメント負債 7,666,498 2,006,482 3,750,367 318,671 13,742,018

その他の項目

他会計補助金等 400,462 97,063 148,076 15,733 661,334

減価償却費 679,418 129,791 207,210 22,146 1,038,565

特別損失 455 0 0 0 455

固定資産増加額 115,649 △ 85,798 △ 162,639 △ 18,962 △ 151,750

項目

　公共下水道事業 　市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除。

　市街化区域以外の区域における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除。

　漁業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除。

　農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理。

　漁業集落排水事業

　農業集落排水事業

　特定環境保全公共下水道事業

セグメント区分 事業の内容
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期 間 金 額 期 間 金 額 国県補助金 企 業 債 そ の 他

令和8年度

～令和12年度

令和9年度

～令和13年度

債務負担行為に関する調書

30,900 30,900

本渡処理区マンホールポンプ場運転管理業
務委託

天草市水洗便所等改造資金の利子補給等規
程に基づく利子補給
（令和７年度）

令和8年度

22,765

2,472 2,472

（単位：千円）

限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

令和8年度
 ～令和13年度

5,173

376376376

天草市水洗便所等改造資金の利子補給等規
程に基づく利子補給
（令和８年度）

452

一町田雨水ポンプ場運転管理業務委託 22,765

452 452

天草市水洗便所等改造資金の利子補給等規
程に基づく損失補償

天草市水洗便所等改造
資金の利子補給等規程
に基づき改造工事を行
う者に対し、金融機関
が1箇所（世帯）につ
き700千円以内で貸付
けた融資総額の50％を
限度に損失補償

17,57017,570

1,469,685

12,726

19,268

5,173

1,469,685

5,173

22,765

本渡浄化センター及びポンプ場運転管理業
務委託

1,469,685

限度額の範囲
以内で損失が
生じた場合の
補償費相当

下田浄化センター維持管理業務委託 12,726

本渡処理区雨水渠スクリーン清掃管理業務
委託

2,472

12,726

本渡浄化センター汚泥運搬処分業務委託 30,900

11,436 11,436

令和8年度
 ～令和12年度

令和8年度
 ～令和12年度

令和8年度

令和8年度

汚泥脱水業務委託 11,436 令和8年度

一町田浄化センター維持管理業務委託 17,570 令和8年度

高浜浄化センター維持管理業務委託 19,268 19,268

令和8年度

令和8年度
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期 間 金 額 期 間 金 額 国県補助金 企 業 債 そ の 他

14,340 14,340佐伊津浄化センター維持管理業務委託 14,340 令和8年度

令和8年度佐伊津地区雨水ポンプ場運転管理業務委託 2,455

16,166 16,166

2,4552,455

宮田浄化センター維持管理業務委託 16,166 令和8年度

15,201 15,201本郷漁業集落排水処理施設維持管理業務委託 15,201 令和8年度

宮野河内浄化センター維持管理業務委託 12,237 12,237 12,237

13,073

4,043

水質・汚泥成分分析業務委託 14,420 令和8年度 14,420

﨑津浄化センター維持管理業務委託 13,073

14,420

新町浄化センター維持管理業務委託

14,404

45,000

棚底浄化センター維持管理業務委託 14,404 令和8年度

100,000

4,043

55,000

14,404

債務負担行為に関する調書

11,473

（単位：千円）

限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

令和8年度 11,473 11,473通詞島排水処理施設維持管理業務委託

移動脱水車更新 100,000 令和9年度

令和8年度4,043

令和8年度

令和8年度 13,073
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１　事業の経営方針

２　主な投資的事業の概要

(1)主な改良・営繕事業

種別 予定期間 金額（千円）

管渠 令和8年度 65,000

ポンプ場 令和8年度 46,000

ポンプ場 令和8年度 30,000

ポンプ場 令和8年度 40,000

処理場 令和7年度～令和9年度 200,000

処理場 令和7年度～令和9年度 267,800

処理場 令和8年度 25,000

処理場 令和8年度 15,000

処理場 令和8年度 20,000

処理場 令和8年度 20,000

(2)主な固定資産の購入

規格・数量 金額（千円）

口径　13mm～25mm・319個 1,172

施設管理用機械・装置 発電機　25KVA・1台 2,750

主 な 事 業 の 概 要

　天草市下水道事業は、市民生活に密接に関わる汚水処理サービスを安定的に継続するとともに、対象区域の浸水防止を図るため、雨水排除機能の安
定化と充実を進めて参ります。そのためには、引き続き維持管理経費の削減に努め、計画的な施設の更新により将来的な費用を抑え、下水道事業の経
営安定化を図ります。

　投資的経費は、建設改良費1,063,368千円の支出を見込み、その主な財源は、企業債461,200千円、国庫補助金409,290千円を見込んでいる。
　主な投資的事業の予定は次のとおり。

工事・委託内容

管渠更生工事

本渡浄化センター最終沈殿池汚泥掻寄機整備工事

固定資産名

量水器

雨水計画見直し及び内水浸水想定区域図作成業務委託

本渡浄化センター最初沈殿池汚泥掻寄機整備工事

浄南雨水ポンプ場外監視設備クラウド化工事

本渡浄化センター電気設備改築工事

本渡浄化センター汚泥処理設備土木工事

本渡浄化センター汚泥処理設備改築工事

本渡浄化センターNo.3汚水ポンプ整備工事

今釜新町ポンプ場No.1汚水自動除塵機整備工事
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３　一般会計からの補助金の概要

【一般会計補助金の内訳】 （単位：千円） 【一般会計補助金の推移】 （単位：千円）

４　地方債現在高の見込み

（単位：千円）

令和7年度 令和8年度

基
準
内

雨水処理負担金 190,170 基準内 682,531 674,980 639,110 630,795

項　　目 補助金 区　　分 令和4年度 令和5年度 令和6年度

610,652

（収益）高資本費対策経費・分流式下水道等経費等 419,031 基準外 110,368 78,204 68,652 64,808 147,946

695,603 758,598

（注）令和4年度～令和6年度の数値は決算額。
　　　令和7年度及び令和8年度の数値は当初予算額。

（資本）雨水用地分に係る元金償還金等 1,451 合　計 792,899 753,184 707,762

小　　計 610,652

基
準
外

人件費・企業債償還金等 147,946

小　　計 147,946

令和8年度末
見込額借入見込額 返済見込額

下水道事業債 4,600,278 4,611,988 461,200 524,915 4,548,273

区　　分
令和6年度末

現在高
令和7年度末

見込額

令和8年度中増減見込

合　　計 758,598

　

682,531 674,980 639,110 630,795 610,652

110,368 78,204
68,652 64,808 147,946

792,899 753,184 707,762 695,603
758,598

0

500,000

1,000,000

R4 R5 R6 R7 R8
基準内 基準外 合 計

一般会計補助金の推移
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